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本著書のね らいは、明治以降終戦にいたるまでのわが国の特殊な資本主義の発展 と、その




の 「国家」と 「社会」の分離、ない し政治 と経済の分離は、わが国においてもみ られなか っ
たわけではない力斗 それはきわめてゆがめられた形で しか行われなかった。
もう一つは、農村変革の不徹底 という点である。わが国の原始蓄積過程 と集権国家の形成
過程が、徹底 した農業村落の解体 をともなうことな しに、む しろ小農生産の温存と収奪を基
盤として強行されたことは(こ の ことがわが国の絶対主義的特質を規定 した重要な要因で も











































(2)典 型として描きだされた 「官僚制的支配」と 「名望家的支配」がいかに異質な構造
のものであるかにっいては、M・ ウェーバーの所説を手がかりとして、本書6頁 から12頁 ま
でに論述 したが、ここでは省略す る。 ここでの問題は、この対立的な二つの支配形態が、現
実的には対立を含みながらも結合 してきた、ない しは結合せざるをえなか ったのはなぜかと
いう点にある。
近代国家形成の内実が、封建の解体、つまり原始蓄積の強行と統一的国家官僚機構の確立




は、ある意味で新 しい国家官僚機構の確立過程を示すものにほかな らなか った。ウェーバー
の とくような 「形式合理性」によって貫徹された純近代官僚制とはいいがたいが、ともか く
わが国の集権国家は国家官僚制の町村 レベルに至るまでの整備によってその実質を確立 して
い ったことは事実である。
しか し、このような官僚制は、戦前段階(と くに典型的には明治期)の 国民の大半をしめ
た農村 と農民に対 して、そのままの姿で有効な支配を行使することはできなか った。わが国
の村落は、明治初期においてすでに封建村落か らの快別をおしすすめており、私的所有の原
理による再編(地 租改正の意義)は 決定的であ った。 しか し、にもかかわ らず、原蓄期にお
ける農村変革の不徹底は、わが国の支配構造の特質を規定するもっとも重要な要因であった。
農業経営では、明治の土地制度改革後も、規模的にも技術的にも封建農民とほとんど変わら









は、媒介機構 としての地主的名望家(地 主そのものが時代とともに変質 してい くし、昭和恐
慌期や戦時体制期になると国家支配の媒介機構は地主か ら中心人物 ・中堅人物 に変わってい
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くことはきわめて重要な点であるが)の 利用が何として も必要だ ったのである。
さらに、そもそも明治国家の絶対主義的性格は、 このような名望家的支配とその支配下で
の共同体的生産関係を、適合的な下部機構 として位置づける側面をも有 していた。 しば しば
論 じられてきたように、天皇は超寄生大地主 として絶対主義国家に君臨 したのであり、地主
的名望家はその ミニ版 として、天皇制 をささえる支柱的役割を果た してきた。家長を中心 と




ーの理念型 とは違 った特殊 日本的性格を与える契機 ともなってゆくのである。 ともかく官僚
制的支配 と名望家的支配が、そd)一般的な性格の相違にもかかわらずわが国では天皇制支配
の二大支柱 として結合定着 してきたという事実 こそが、農民に対するもっとも効果的な国家





















して、現物高率小作料の収取と、それを基底 として展開す る支配隷属の人格的関係 として成
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立 させ、それは事実上いわゆ る半封建的性格を担うものとなってい く。
























村 に盤居 し、 しかも小作人か らの高率小作料の収取によって、生産農民に対する資本の収奪
をはばんでいることは、資本主義の発展にとってたえ難いものとなってゆ くのである。
一方、地主制もまた、全般的な資本主義化の過程のなかで、しだいにその存在形態を変質
させて くる。一般的にい って、資本主義の形成発展は、一方で巨大地主や商人地主を成立 さ
せる反面、中小地主に対 してはむ しろその没落を促進するような条件をつ くり出していく。
そ して巨大地主や商人地主は、投資の重点を農業から資本主義的企業に移す ことによって、
本来の地主的性格か ら後退 して寄生化の道を進むようになる。一方、中小地主は、資本主義


















上層を自己の支配の下部機構として育成 してゆ くようになる。経済更生運動以降の 「中心人
物」「中堅人物」の系譜や、部落会、隣組の整備などは、国家の農民支配形態が従来の地主を
媒介とした間接的なものか ら、より官僚制的に一元化された支配体制へと変質してい ったこ
とを意味 していた。 しか しこの場合でも注意 しなければならないのは、村落の共同体的秩序
は依然として国家支配の基盤をな していたという点である。ただその国家支配への媒介的 リ






















えなかったことは明 らかであ り、この ことが地租改正 という大事業をごく短期間に、しかも
封建貢租と変 りないほどの高率性を保持 したまま強行 されたゆえんであ った。
地主制は、このような集権国家の体制的樹立をめざす土地制度改革の不可避の所産であ っ
た。封建時代には大きな権利であ りかつ義務であった耕作権は、この改革によって地租納入





活保障の基盤が失われることを意味 した。 しか しそれは他方では、経営上昇 に対する封建的
諸制約か らも自由にな ることであった。つまり、土地制度改革は、上と下の両面から制約 し
ていた農民層分解の封建的阻止条件 を撤廃 し、こうして農民を原始蓄積過程のなかに追いや
ることができたのである。地租金納制をはじめとして、入会地か らの農民の しめ出しなどの
ために、従来 自然経済的に生活して きた農村 に、貨弊経済が浸透 し、零細農は自己の生産物
を商品化す る余裕もないままに流通経済のなかにつき落されることにな った。地租徴収の厳
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立に努力 したか、この場合、村落がいかに重要な役割を担 ったかを明 らかにしようとした。
わが国の村落は土地制度改革によって基本的変貌をとげたが、依然として共同体的構造を保
持 したのであ り、このことが村落が明治国家の地方制度=農 民支配の基盤たりえた根拠であ
った。
明治初期の地方制度は、そもそもは じめから構造的矛盾を内包 しなければな らなか った。
それは単に、明治の地方制度が、上からの絶対主義的専制と、民権運動に代表される下から
の地主 ・ブルジョア的勢力の対抗過程のなかで成立 したか らだけでな く、より具体的には、明
治国家がその集権の実質的基盤 として新 しい地方制度の樹立を緊急に必要としながら、 しか
し幕藩体制の末端機構であ りかつ長い間の農民生活の支柱であった村落秩序を、一挙に変革
することが不可能だ ったか らである。官僚機構の未整備な状況のもとでは、封建につらなる
側面をもつ とはいえ、古い村落秩序をどうして も 「必要悪」として利用せざるをえなか った
のである。明治5年 の大区小区制以来、三新法期ら戸長役場制期を経て、21年 の新町村制確
立に至るま・で、明治の地方制度ははげしい試行錯誤をたどったが(こ の試行錯誤自体が明治
政権の地方制度へのなみなみな らぬとり組みを示す ものであ った)、そこに一貫 していたもの
は、中央に集権する新地方制度を模索 しながら、 しか し結局古い村落秩序 をすて切れず、こ
れを再編 しなが ら丸がかえ式につつみ こんで・これを新地方制度の基底とせざるをえなかっ
たという点である。
しか し、村落が明治国家体制のなかに位置づけられうるためには、重要な前提条件が必要








の過程をたどってゆく。大きくみて、明治5年 の大区小区制、11年 の三新法、17年 の戸長役
































とは、そ もそも母胎をともにする双生児だ ったのである。だか ら農民層分解の不徹底さに対
応 して、地主制もまた家父長制的、名望家的性格を担うことにな ったのである。地主は、小
　




そのこと自体が私的所有に基づ く村落再編の基礎過程であ りなが ら、同時に、小作料収取の
安定化と高率化をすすめてゆくために、地主がみずか ら生産的役割を主導 していったのであ
　 　 　 　
り、そのためにも地主は村落を温存利用 していかなければな らなかったのである。明治22年
施行の町村制において、明治政権が依拠 した地方行政の トレーガーは、まさにこのように土






















権力基盤の動揺、農村における階級関係の動きが少 しずつ顕在化 してきたことである。 とも
かく地主制はこの時期に一大転機を迎えることになるのであり、農民支配の構造 も、資本主




の手作り経営を縮小ないし廃棄 してレン トナーとなる過程をふ くんでいる。







地主の寄生化 を規定 した条件は、同時にまた村落構造と農民生 活の変化を規定す る条件で
もあ った。総就業者数の増加するなかで、この時期には農林業従事者が比率的にも実数的に
も減少 しているが、このことは農業人口の農外流出=家 父長制的た隷属する子方的労働力の


























第二節 農 政 の 展 開
この時期は、また、従来の地主主導の農政か ら国家主導の農政への転換の時期で もあ った。
それは、一方では地主の寄生化によって必然化された事象であるとともに、他方では、資本
主義の発展による農業生産物の資本主義的流通経済への包摂の必要 と、明治30年代に入 って

















事改良必行事項」などが、警察権力を介入 して強行された。そ してこの 「サーベル農政」は、
地主の利害 と一致する側面を有し、小作米品評会や馬耕競翠会などの地主の農事奨励、と く




しめる必要から生 じたものである。 この分野での取締り行政は明治30年 頃からにわかに活発
化 したが、そのなかで とくに重要な意味をもったのが米穀検査である。その事例として庄内
の 「酒田米穀取引所」、「鶴岡米穀取引所」な らびに山形県の 「県営米穀検査」について述べ
たが、ここでは省略す る。ただ注 目すべきは、米穀検査もまた他の政策と同様、地主 と小作
人の 利害の 対立を深め る契機 とな った という点である。検査に合格するための乾燥、調、



















る。産組法が治安警察法とだき合わせて成立 していることが、この事情を示 している。 とも














=生 産力増大=小 作料収取の安定化と増額の拠点として、あれほどの結集 と熱意をみせたの


















この運動は、明治30年 代後半か ら先駆的運動があ り、明治41年 発布の 「戊申詔書を錦の御
旗として」本格的活動に入 ったが、この先駆的運動形態の説明はここでは一切省略する。
地方改良運動の内容は、大きくい って、(1町 村の育成強化、(2)納税 と勤倹貯蓄、(3)実業奨
励、(4)国民教化等にわけることができる。 もちろん、この運動はこれ らの内容を分化 した形
で展開 してい ったのではな く、報徳思想を中心 として総合的未分化的に進めてい ったところ
に特色がある。本書では、明治後期の三大模範村の一つである宮城県名取郡生出村(現 仙台







ければな らない ものであ った。地方改良運動に求められたのは、まさしくこの相矛盾 した二
つの国家的要求の同時的充足であ った。つまり、資本主義の発達 と国力充実への要請が、市
民的自由の原則や資本計算の合理性といった近代社会本来の原則によって求め られてい った




家の完成過程で もあ った。国民国家の完成 ということは、国家支配の安 定性 と発展性
の基礎が国民大衆の心情や自発性に依存す る度合がますます大きくなってきたとい うことで
ある。地方改良運動の基本的ねらいは、きびしい戦後経営遂行の土台として、国民の自覚的













対する上からの官僚制化と、部落を通 しての下か らの共同体化ない しは一村一家主義という
相矛盾する二っの芳向性を内在させていた。 この矛盾を矛盾 として表面化させなか った根底
は、第一には、この運動が国民の要求の表現だったのではなく、国家的必要からでたもので
あったという点である。第二は、資本主義の確立にともなう諸矛盾に対する国家的対応の基



















　 　 　 コ
を通 して醸成された挙国一致の国民感情を、国民の底辺からよりいっそう実質化することが
必要にな ってきた。その方法は、家族と村落のなかでの国民大衆の共同体的生活体験を、そ
のまま天皇制国家に拡大延長 してゆ く仕方であ った。 この場合、地主的名望家に期待された
のは、国家にかわる農民支配の 「力」ではな く、村落生活の共同体的 「淳風美俗」性を、天
　






















































の 　 　 　 　 　 　 　 の
部落有林野合併の一つのねらいは、国家的見地からみて利用度のきわめて低い部落有草山を




その ものか ら離脱 した巨大地主にとって、入会採草地への依存はほとんど必要のないものに
な っていた。一方、この時点でも入会地の共同利用に生産と生活の基礎を求めなければなら
ない小農の部落有林野に対する執着はすさまじいものであ った。 しか しこうした小農の抵抗
にもかかわらず、合併事業がともか くも前進 したのは、国家利害と農山村内部の権力者であ
る地主の利害が共通 したからである。共有林野の町村編入は、農民の自給生活態勢が階層的
に異質化 し、採草地の共同利用に対 しても地主富農層と小農の利害が対立 して くる事態の推

















しはじめ、村落社会の構造が動揺 してきた ということである。 もちろん、この対抗関係が明
らかな形で顕在化 して くるのは、つぎの戦時国家独 占資本主義の段階においてであ り、とく
に資本 と地主の対抗関係は、この段階(独 占資本主義段階)に おいては、根強い結合状態の














のなかで経営を縮少 してやは り自家労働力で経営 しうる線まで後退することを余儀なくされ
文143





このような生産農民の分解 と表裏 して、地主制も変貌 してくる。 この時期は、地租 ・地租
付加税などの加重に加えて、米の移輸入政策によって米価が割合低 くおさえられ、それに地
主の生活内容の都市化によって教育費 ・社交費 ・寄付金などの諸出費が増加 し、中小地主に
おいては、多くの場合、小作人に対する温情をほどこす余裕 を失 ってゆく。土地を手放す地
主 もこの時期にはかなり多 くな ってい った。一方、大地主や商人地主にとっては、以前に比
べて土地の投機的価値が減少 し、次第に投資の重点を農外の企業に移すようにな ってゆく。
巨大地主の多 くは単なるレントナーと化 し、小作料収取という純経済的関係以外では、生産
農民 と接触す る機会 を次第に失ってゆくし、生活の本拠を都市に移 して不在地主 となって油
くもの も多 くなってゆく。




















担い手 として登場 して くる。その背後には地主の没落という現象があった。もちろん、生産
農民の村落支配権の獲得とはい っても、多 くの場合地主への従属的立場をただちに廃棄する
ものではなか ったが、 しか しともあれ、耕作農民上層が村落支配の直接的担い手として登場
するようにな ったことは、この時期の特質として注目しなければな らない。
本章では、農民が独占資本主義に適応する過程のなかで村落をその内部から改変 していっ
た二つの事例を、主 として農民支配という文脈か ら紹介 した。一つは、弘前市一野渡(旧 千





商品生産の拡大と、その必然的結果として経営に成功 した新 しい階層の台頭によって(田 頭
では大地主の没落という要因もあって)つ き崩され、村落身分秩序の相対的平準化、そのな





でな く、人間関係的にも醸成 されていたことを意味 していた。この時期の村落構造の変質は
つぎの時期の農村の激動への準備期であ ったのである。
第四章 小 作 争 議 の 展 開










も っ と も集 中 的 に 表 現す る もので あ った。
第二節 小作争議発生の条件の形成
小作争議の展開は、直接的には、もちろん地主小作間の高率小作料および小作権をめ ぐる




いては実にその76.4%が 、自作農でもその半数をこえる58.6%の 農家が赤字に転落 してい







第二に、この時期にはまた地主制が大きく変貌 した。50町 以上の大地主は、全国(北 海道





もはや、農村における生産力推進の主体ではな くな って くる。生産力の担い手はより底辺の
自作ないし自小作層に定着 してい った し、農政の主体も地主の手から国家の手に移されてゆ





家購買力)の 対立関係が顕在化 し、さらに米低価 ・低賃金構造が、高率小 作料 ・低賃金 構













にあった農民を著 しく刺激することにな った。 とくに東海 ・近畿地方における小作争議の発
生は、このような都市の労働争議に影響されるところが大きかった。
第三節 小 作 争 議 の 展 開
ところで、全国的にくりひろげ られた小作争議 も、こまかくみてゆくと、その展開は時期
的、地域的、内容的に、かな り違 った様相を示 していることがわかる。きわめて概括的に一






第一期(大 正6～13年 頃)。 第一期の争議は一般的には①小作人の攻勢と地主の守勢、②争
議発生の先進地域的限定、という点で共通の特徴をもっているが、しかし大正9年 の恐慌を
契機とレて、その前後で争議の性格はこまか くはかなり違っている。
第一期前半(大 正6～9年 頃)の 特徴を資料的説明を一切ぬきにして簡単に列挙すると、
①争議の先進地域的限定、② 「小作人組合」が争議の主体をな したこと、③小作人の優位性
と争議結果の小作人への有利な展開、④争議戦術が小作人においても地主において も未熟で
あ り、小作人が集団の力を用いて実力行使 にでるケースが多か ったことなどがあげられる。
この時期の小作人の争議戦術の一つとして集団的土地返還をとったことに象徴されるように、
これは寄生化 して耕作能力を失った地主の弱点をつ くとともに、小作人の側では、都市企業





ところが、第一期後半(大 正9～13年 頃)に なると、争議の様相はかな り変 って くる。同
じく先進地帯 を中心に争議が展開 されたが、①争議件数は大正10年 以降は9年 の四倍以上に
飛躍的に増大している。②争議方法も小作地返還が影をひそめ、農民組合によって指導 され
たかな り統制のとれた、しかも意識的 ・主体的に団結した農民の大衆運動(社 会戦)が 、主
要な争議戦術 として登場 して くる。③大正11年 に成立した 「日本農民組合」による全国的な






みせなが ら、昭和5年 の恐慌を境にして、やは り前期と後期では、細部についてはかな りの
相違を示 している。
第二期前半(大 正14～ 昭和4年 頃)の 特徴は、①争議における地主 ・小作人の主導性の転
換。この時期には、地主の側か らの土地取上げを原因とする争議がかなり多くなっている。
小作人組合におくれていた 「地主組合」も昭和2年 には組合数、組合員数 ともに最高に達す
る。②争議戦術が、主として小作人主導による 「社会戦」か ら地主主導による 「法延戦」に














第二期後半(昭 和5～n年 頃)の 争議の特徴を要約すると、①争議件数が昭和4～5年 頃
から急速にふえ、昭和10年 に最高6,824件 に達 し、その地域的分布 も完全に全国に普及 した
こと。従来争議の圏外にあ った東北農村が激甚をきわめる争議地となったの もこの時期であ
る。②争議の原因では、前期とは逆に、小作料減免よりは地主の土地取 りあげによる争議が






事件が増加 したこと。 これは大衆動員も困難な状況のなかで、追いつめ られた小作人がいき
おい直接的行動に訴えるようになったことを示 していた。④農民組合の動きが、農民戦線の




「農村の窮乏打破」や 「農村救済」がいまや右翼運動の一つの大義名分とされて くる。そ し
てやがて この動きは、従来の革新的農民組合の内部にまで滲透 していき、農村におけるファ
ッシズム体制確立への重要な基盤 となってゆ くのである。




証 し、争議の構造的特質を具体に即 して明らかにしようとした ものである。
飽海郡の農村 としての特質にっいては、水田単作地帯であることと、経営規模が全国的に
みてきわめて大規模であり、自小作ない し小作農において も経営利潤を求めようとする農民
が、かな り多かったという点だけを記 して、あ とは一切省略す ることにする。
(1)飽 海郡の小作争議の発生は、耕地整理による縄のび是正 と、整理費の一部を小作農
民に転化 させたことへの抵抗として、大正2年 か らの 「義挙団」闘争によっては じま った。
この闘争は、自小作ない し小作上層 を中心とした ことと、大正2年 という時期的特質ともか
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さな りあ って、実際は寄生大地主.に対する 「陳情」 という温健な方法をもって戦われた。 し





に対応 して、西荒瀬村の小地主富樫雄太が大正11年12月 、日本農民組合鳥海支部を結成 して






かりな争議を契機に、翌13年 には、小作人側では45～6の 部落耕作人組合を連合 して、 「飽





















ある。地元重視の庄司が、農民運動か ら政滑を排除 して地主 との協調のなかで小作人の利益 を
擁護 しようとしたのに対 し、小 島は政治(階 級)闘 争を重視 して中央との連携を主張 し、 と
もにゆず らなかった。運動には、このような リーダー層の対立だけでな く、日農参加にょる










目的 とな ってきたこと。第二、大正15年4月 、小作調停法による阿部小作官が山形県に就任
したこと。 この頃から小作調停による争議解決が多 くな って、争議に対する政府の介入が公













運動の胎動をあげなければな らない。これは平田共栄組合の方針で もあ った し、庄司が組合
と快別 したときの具体的な活動方針 も、 じつは産組運動だったのである。また大正15年 から
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地主と小作人の間の問題として、闘争 しなが らも相互の話 しあいのなかに妥協点を求める解
決の仕方が慣習化 していた。ところが山添争議では、庄内ではじめて地主 も小作人も公的な
法廷に闘争の舞台を移すことにな った。そのため争議解決は地元の小作人の手のとどかない
専門的法手続きを必要とし、 したが ってすべて中央に依存 し、従来の農民主体の争議とは異
質なものにな っていった。争議は農民の手をはなれてい ったのである。第二は、内郷争議に
み られるように、小作料の一時減免闘争から 「永久減免」闘争に移 ったこと。 このことは、
小作争議が庄内において もいよいよ階級的性格をつよめ、政治的闘争になっていったことを
示 していた。』しか しこのことは逆に、政治的闘争についてゆけない多 くの農民を、事実上闘




化 し、 したが って闘争を小型化 し個別化 してい ったことにあ ったのである。
(4)前 にみた昭和3～4年 の山添 ・内郷両争議を最後として、庄内では昭和5年 か ら争















ってではな く、部落 ぐるみの地主への歎願によって苦境を乗 り切ろうとする農民もでて くる
ようになる(資 料と説明省略)。一方、争議の原因も中小地主の没落による地主の交替および
自作するための返還要求などが多 くな ってゆく。 こうした状況のもとで、組合に頼ることも
できない小作農民は、多 くは部落よりも小さい単位で、生活防衛の争議を地主にむけねばな
らなか った。一方、受けてたっ地主の多くは、農事協会(会 員は10町以上地主)に も結集で
きない、みずか らも恐慌 と小作料不納のなかで自己防衛をしなければならない中小地主であ
った。こうして、組合にも協会にも頼 りえない小作人と中小地主 との間に、自己の生活をか




















わが国の村落が、そこに住む農民の生産関係を主としなが ら、 しか しそれと政治的支配関係














































して再編 されてゆ くのであるが、小作争議による村落構造の過渡的 ・中途半端的な変貌が、
そのファッシズム的再編に対する 「地ならし作業」的意味をもったという点である。ここで

















な ったのである。 この争議によって形成された地主にも農民組合にも頼れないことを体験 し




第一節 は じ め に

















の国内的拾頭は、満州事変には じまる対外戦争の既成事実化 と平行 して行われたことは重要
な点である。対外戦争は、一方では、軍需工場 を中心とする重化学工業の振興と軍事費の増
大を通 して、慢性不況か らの経済的脱出のための一つの転轍機 となり、他方では、戦争が国





たのである。戦争への道は、たしかに恐慌を克服 してい ったが、 しか し同時に、国民に対す
る集中的な権力的支配の必要をたかめてゆき、 とくに従来は独占資本主義段階においてすら、
たてまえとしては国民の自由な活動にゆだねられていた経済領域に対 して も、国家的統制が







だ、当時の報道機関が報 じた 「10日に2日 は絶食」「植え付けたばか りの馬鈴薯 を掘取 って
食 う」「フスマを食 って命をっなぐ」「欠食児童全国で20万 人を突破」「青田売り」「娘売り」
等の トピックスを掲げて、当時の農民がまさしく飢餓線上にあ ったことだけを示 してお く。
第三節 経 済 更 生 運 動.





　 　 　 　 　
策と戦争遂行 という二大目標にむか って新たな展開を示 してゆくのであるが、その典型的な
ものが 「農山漁村経済更生運動」であ った。
経済更生運動発端の契機とな ったのは一部農民の 「自力更生」の動きであり、この農民の




















であった。第一は、この運動が方法的には 「農村部落二於ケル固有ノ美風 タル隣保共助 ノ精
神」つまり共同体的秩序の積極的な活用が目ざされていること。第二は、農民の 「自力更生」
が要求 され、少な くともたてまえとしては、農民自身の自力による更生が基本 とされている
こと。第三は、「中心人物」の重要性が強調 されていること。第四は、農家経済全般について




この大臣訓令 に対 して、「農山漁村経済更生計画樹立方針」は、府県 ・町村 ・部落各段階で
の計画樹立 とその実施の基本方針を定めたものである。それは内容的にみて三つの部分に大
別 される。第一の部分は、主 として更生計画樹立実行の機関を具体的 に明示した部分であり、
町村更生委員会には町村内の主要人物 を網羅 した挙村一致の体制を確立す ること、計画実行
にっいては、部落実行組合がその 「基礎的実行機関」として特別な重要性が与えられること
などが、ここに明示されている。第二の部分は、農 ・山 ・漁村の具体的な更生計画樹立の方
針を内容 とした部分である。 ここにかかげられた計画項 目は農村生活のあらゆる側面を網羅
している。 とくに農業生産 と農家経済が更生計画の中心をなしていることが明らかである。
戦時下での農民掌握の必要が、単に精神面だけではなく、農業生産 と農家経済という物的側
面での掌握が緊急 となっており、そのための合理化 と組織化を農民に要求 している姿が ここ
に明示されている。第三の部分は、経済更生計画の実施 と産業組合との関係を内容 としてい






の必要性とその具体的方法の提示でもあ ったのである。 この 「大臣訓令」 と 「計画樹立方針」
のなかか ら、われわれはこの運動の基本的性格を知ることができるのである。
(3)更 生運動の実施は、町村単位でその条件の整備 しているものを 「経済更生町村」 と
して指定す る方針がとられた。その実施内容の細部にっいてはここでは省略する。指定町村
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ではつよく挙村一致の態勢が要求されたが、 しか し実施事業については補助金の交付もな く
村民の自主性にまかされ、責任の明示 もなか った。それは、 こんにちの地域開発や農政が、
補助金の交付によって、事業の実施が義務づけられているの と大きく違う点である。そ して
この欠陥が、昭和11年 か ら、指定町村のなかにさらに 「特別指定町村」を指定 して、これを
補助金でつなぎとめる補強策をとらなければな らないゆえんであ った。
特別指定町村の指定にっいては、とくに①町村よく融和 し、協カー致計画の実行に努力 し
　 　 　 　
つつある町村であること、②町村内に中心人物が存在することが要件 とされた。そして この
ような町村に、個々の事業別助成ではな く、町村を国家構成の有機的単位に育成するという
発想から総合助成を行 ったのであ り、まさしく新 しい村づくり運動であった。












か くして、日中戦争の長期化が確実視されるに至 った昭和13年12月 、農林省に 「臨時農村
対策部」が設置され、そのなかに 「農林計画委員会」が設置発足されることになった。農林
　 　 　 り
計画委員会は、戦争遂行のための農村の体制がためを直接的な目的としており、従来の経済
更生運動の性格変化の総決算的意味をもっていた。こうして 「農村経済更生委員会」は廃止
























のであり、経済更生計画が整備 される過程のなかで、それは単なるスローガンと化 してい っ























さらに中心人物に系統化 した部落レベルの 「中堅人物」 もまたきわめて重要な位置づけを







































































第五節 農 村 負 債 整理 事 業
昭和恐慌期における農民生活の破綻は、端的に農民負債の増加 となって現象している。昭
和7年7月 の農務局の調査によれば、農家の負債総額は47億1,700万 円、当時の総農家数 を
550万 戸とすると、1戸 当り約830～50万 円ということになる。昭和5年 度農家経済調査
によれば、全国平均よりかな り大規模な農家が調査対象にな っていたにもかかわらず、自作
農の農業所得は約580円 、兼業所得などを含めた農家所得は873円(家 計費919円)、 小 作
農はそれぞれ385円 、579円(662円),Fで あった。つまり、農家はどの階層でも、生計費が
たとえ零であ ったとしても、一年間の農家所得をもって しても返済 し切れない負債を背負い




か った。第六四議で成立 した 「農村負債整理組合法」(昭和8年3月)が それである。ここで
もその内容の詳細は省略して、負債整理事業の性質とその歴史的意義について瞥見すること
にする。















克服も、実行に移 してゆくことができなか ったか らである。
第六節 産 業 組 合 の 整 備 拡 充
経済更生運動の実質をにな ったものは、 じつは産業組合であった。かつて地主からの迫害
によって組織 も機能 も停滞 していた産組が一挙に飛躍的な発展 をとげることがで きたのは、
地主 にかわる農民支配のルー トとして国家の農民支配機構の中心的地位 を獲得したからであ
る。昭和7年 に産組自体のなかから 「産業組合拡充5ヶ 年計画」の動きがでてくるが、それ
は政府の 「産組法改正」の動きと呼応 したものであり、産組と政府の密接な提携によってそ
れらは進められてゆくのである。




とになった。 しか もそれは、部落田規制 をそのまま産組の下部機構 とする仕方によってであ















礎をもつ必要があ った。 しか し出資の増加を当時の農民に期待す ることが無理であったので、
そののがれ道を組合責任制の強化に求めたのである。 この改正 によ って、町村産組はすべて





でな く、国家の支配機構の一環 として不可欠の位置づけを与えられる過程で もあった。その
事例は経済更生運動 との関連でみてきたので、ここでは省略す る。






時期であるとともに、それに乗 じて行政権力がその再編にのり出した時期であ った。つま り
既存の村落秩序の動揺 こそ、その権力的再編を可能ならしめる大きな基盤であ った。その事
情は、小作争議と経済更生運動や産組運動などの平行的展開のなかでみてきた通りである。
ともか くこの時期に、村落の共同体的秩序は、農民の生活秩序 としてよりは、む しろ国家の
支配秩序としての側面を強化されて くる。長い間の農民生活の歴史的産物であり、生活の知
恵の蓄積で もあ った村落は、この再編によって一定のイデオロギー性を附与されて、ファッ
シズム的歴史転回の基底とな ってゆ く。そしてっぎの戦時体制期になると、さらに徹底 した
農民支配の国家機構 としての役割を果たさせ られてゆくのである。
第 六章 戦時体 制期における農民支配の展開
第一節 社 会 的 状 況 の 概 観










































































たということである。第二に、この争議過程 を通 して、国家独 占資本主義体制のなかでしめ
る地主勢力の低下が、一貫 してお し進められたことが注 目される。その根底には、国家独占
資本主義体制の進行と労働者の増大により、高額小作料 と低賃金の相互規定性よりも、低米
価と低賃金労働の相互規定性が主軸にすえられるに至 ったこと、ならびに高率小作料が米の
増産体制の最大の阻害条件 として認識されるに至 ったことがあ ったのである。
っぎに小作料統制と適正小作料運動(=小 作料の軽減)に っいて述べる。 これは生産農民
の生活要求からではな く、戦争遂行 という体制的要求により国家の側から進められた戦争政
策であった。すなわち高額小作料が農民の再生産に支障をきたし、戦時下の食糧確保に障害



























も低 くすることを制度化 した。かかる二重米価制が内包 した農民的問題は、第一に、生産農
民依存体制が象徴的に明確化 したが、このことは同時に生産農民に対する国家支配の徹底化
と同一物であ ったこと。第二に、逆か らみれば、かつて地主が国家支配の系列のなかで しめ
ていたウエイ トが喪失されたことである。かくて、天皇権力に対 して等 しく 「皇国農民」と
して画一化され、その限 りでの村落構造の フラッ ト化が戦争末期に進められたのである。
第四節 戦時体制下における農会と産業組合の機能
以上のように戦時統制は、地主 を地方名望家として利用する従来の体制を改めて、御用的





心情を利用 して統制が進め られたのである。 この農会は、戦局の不利な展開のなかで、他の
農業団体、とくに産組 との統合による農業会へと再編されてゆくことになる。
つぎに戦時体制下における産業組合の機能にっいて述べる。産組は四種経営、つまり信用













































成熟 しっつあ った ことである。すなわち、地主秩序や土地所有者的旧秩序が、耕作者の仲間
的秩序へと変質してい ったことであ り、指導者の交替である。 しか し第三に、戦争に規定さ
コ コ コ コ 　
れた農民 自身の生産 と生活の状況そのものが、村落の構造を変えていった点が重要である。
すなわち労働力流出は、土地所有 と経営規模 により固定されがちであった村落内部の身分階








生活拠点 としての村落を基底にふまえることなしには、国家の発展も資本主義の展開 もあ り
えなか った。 この異質な二つの要素の結合 と背離のメカニズムこそ、明治以降の近代日本の
構造的特性を規定するものであったし、またそれぞれの歴史的段階を規定する要因で もあ っ





怠情 というべきかも知れない。しかしともか く、著者の力点は、明らかに、近代 日本の史的
展開の理論を実証 レベルで確かなものにすることであった。
にもかかわらず、紙数の関係で、肝心の実証 レベルの分析を、この要約では一切省略 しな








論 文 審 査 結 果 の 要 旨











な官僚支配の樹立を必要 とした。封建体制か ら集権国家体制への転換の成否がそれにかか っ
ていた。明治6年 から実施された地租改正は、国家財政の確立 と新 しい統一国家の基礎づく
りを目指したものであるが、その眼目は領主権と直接耕作者 との間の旧来の関係を否定 して、























にたい して、中小地主は資本主義的競争 と労賃の高騰に押されて手作り経営を維持 してゆく





































以上のように本論文は 「官僚制支配」と 「名望家支配」という類型概念を軸に、近代 日本
における農民支配の基本的特質をこれら二つの支配の結合と背離の過程 として論理斉合的に
解明しようとしたものであり、それを資本主義発展の特殊 日本的性格と相即させ、それぞれ






特質を明らかに している。 これ らは、従来の研究が全国レベルでの歴史的展開の理論研究と
村落レベルでの実証研究 とで別々になされる傾きがあったのにたいして、その統一的把握を
志向する本論文の特色を示す ものである。
本論文における地主制の問題のとりあげ方については論議の余地があり、とりわけ官僚制
支配と名望家支配の対概念の対比に関しては再考を望みたい点がないではない。そうして本
論文において論及された個別的諸問題にかんするかぎり、本論文の所説は在来の研究ないし
通説に依拠するところが多く、いささか新味にとぼ しい憾みもある。
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けれども、本論文は論者自身の永年にわたる日本農村の実証研究 と先人の業績をふまえ、
官僚制支配と名望家支配という異質的な支配の類型の結合と背離の過程をさぐるという独自
の着眼と構想をもって、近代 日本における農民支配の歴史的経過を総体として捉えようとし
たものであって、実質的に、歴史社会学の領域 に地平を開いたものと言うべく、近代日本に
おける農民 と村落をめぐるさまざまの問題を独自の視点から組織的体系的に解明した業績は
高 く評価されなければならないとともに、学界にたいするその寄与は勘からぬものがあると
考えられる。よって、本論文の提出者は、文学博士の学位を授与するに充分の資格を有する
ものと認められる。
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